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１ 評価の基本方針 

 

１  評価の趣旨 

    地方独立行政法人法に基づき、公立大学法人滋賀県立大学（以下「法人」とい 
 う。）は、中期目標・中期計画に沿って適正かつ効率的な法人運営に努め、評価

委員会は、業務運営の実績等について厳正に評価を行う。 

 

２ 評価の基本的な考え方 

（１）評価は、中期目標・中期計画の達成状況を踏まえ、法人の業務運営等につい

て多面的な観点から総合的に行い、効果的な取組や改善すべき点等を明らかに

するなど法人の業務運営等の質的な向上に向けた継続的な取組に資するものと

する。 
（２）評価は、中期目標・中期計画の見直しや次期中期目標・中期計画の検討に資

するものとする。 
 

３ 評価の方法 

（１）評価は、法人の自己評価に基づいて行うことを基本とする。     
（２）評価は、「全体評価」と「項目別評価」により行う。     
   ① 「全体評価」は、「項目別評価」の結果を踏まえ、中期計画の進行状況全

体について総合的な評価を行う。   

   ② 「項目別評価」は、当該年度計画に定めた事項ごとに法人が自己評価・自   

己点検を行い、これをもとに評価委員会において検証・評価または進行状況   

の確認を行う。 

        具体的には、次の５つの項目ごとに、評価を行う。 
         ・大学の教育研究等の質の向上 
         ・業務運営の改善および効率化 
         ・財務内容の改善 
         ・自己点検・評価および当該状況に係る情報提供 
         ・その他業務運営に関する重要目標 
    なお、「項目別評価」のうち、「大学の教育研究等の質の向上」に関する

項目については、事業の外形的、客観的な進行状況の評価を行う。（地方

独立行政法人法第７９条の規定に基づき、中期目標期間終了時において、

認証評価機関の評価を踏まえて評価する。）   

２ 全体評価 

 

１  評価結果 

 滋賀県立大学（以下「県立大学」という。）では、「環境と人間」をキーワード

とし、高度専門職業人の養成、地域の生涯学習の拠点づくり、地域貢献から国際貢

献に至るまでの社会貢献機能の強化を目標に大学運営を行っている。 
  法人化５年目となった平成２２年度は、前年度に課題として指摘した新学務事務
管理システム導入の遅れについて、後期から本格導入することで、学生・教員・事

務職員の利便性が向上し、教育支援の効率化が図られている。また、「コミュニテ

ィ・アーキテクト（近江環人）」をひとつの資格として、社会的な認証システムの

中に位置づけられるような取組が必要であるとの指摘に対しては、平成２３年度か

ら「近江環人地域再生学座」を大学院の正規教育プログラムとする準備を行い、社

会に根付かせるための体制が整備された。 
  また研究に関して、競争的外部資金獲得のための様々な支援が展開された結果、
科学研究費補助金の新規採択率が、２年連続して 30％を超えたこと、さらには、経
済産業省近畿経済産業局の戦略的基盤技術高度支援事業に採択され、新たな企業と

の連携を開始したことは、積極的に評価したい。 
大学設置の基本理念の一つである「国際社会への貢献」に向けては、国際化が進

む社会において活躍できる人材を育成するため、「国際コミュニケーション学科」

の設置に向けた準備が進められている。また、これまで県の姉妹州省や東アジア中

心であった海外との学術交流について、スペイン、ベトナム、バングラデシュの大

学とも大学間協定を締結し、具体的な交流を開始したことは、今後の国際化戦略に

おいて、非常に重要なものと位置づけられる。 
以上、これまでの施策を着実に成果に結びつけ、県立大学が目指す大学の姿を念

頭に、学生と県民の期待に応えるべく、さらなる飛躍を目指して事業に取り組んだ

結果、年度計画１３８項目すべてにおいて、「年度計画を上回って実施している」、

「年度計画を概ね順調に実施している」と認められ、年度計画の進行状況について

は、「計画どおり」と判断される。 
 法人化後これまでの各事業年度においては、概ね計画どおり進んでおり、課題と

された事項についても、理事長のリーダーシップの下、迅速かつ的確な取組がなさ

れており、中期計画の進行状況についても、全ての項目の達成に向けて着実に進捗

していると判断できる。 
 
 
 



- 2 - 

 

  
Ｓ 

特筆すべき

進行状況 

 
Ａ 

計画どおり 
 

 
Ｂ 
概ね 

計画どおり

 
Ｃ 
やや 

遅れている

 
Ｄ 
重大な 
改善事項 

あり 
 
Ⅰ 

大学の教育研究 
等の質の向上 

Ｓ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

 
Ⅱ 

業務運営の改善 
および効率化 

Ｓ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

 
Ⅲ 

財務内容の改善 
 

Ｓ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

 
Ⅳ 

自己点検・評価 
および情報提供 

Ｓ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

 
Ⅴ 

その他業務運営 
 

に関する重要目標 
Ｓ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

 
 
  【評価の判断基準】 
      Ｓ：「特筆すべき進行状況にある」（評価委員会が特に認める場合） 
      Ａ：「計画どおり進んでいる」（すべてⅣまたはⅢ） 
      Ｂ：「概ね計画どおり進んでいる」（ⅣおよびⅢの割合が９割以上） 
      Ｃ：「やや遅れている」（ⅣおよびⅢの割合が９割未満） 
      Ｄ：「重大な改善事項がある」（評価委員会が特に認める場合） 
    ※上記の判断基準は、計画の進行状況を示す際の目安であり、大学を取り巻く諸事情     

を勘案し、総合的に判断するものとする。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  特筆すべき事項および今後の取組を期待する事項 

 

   ▽特筆すべき事項 

 
     ・文部科学省の「平成２２年度大学教育・学生支援推進事業大学教育推進プ

ログラム（大学改革推進等補助金）」に「地域学副専攻化による学士力向

上プログラム」が採択され、平成２３年度からの学部横断的な地域に学ぶ

副専攻カリキュラムを整備した。 
 

・独立行政法人大学評価・学位授与機構による認証評価を受け、大学機関別

認証評価については「大学設置基準をはじめ関係法令に適合し、大学評価・

学位授与機構が定める大学評価基準を満たしている」との評価を受けた。

また、選択的評価事項Ａ（研究活動の状況）および選択的評価事項Ｂ（正

規課程の学生以外に対する教育サービスの状況）についても、「目的の達

成状況が良好である」との評価を受けた。中でも、「近江環人」、「近江

楽座」など地域に関連した教育カリキュラムが優れた点として評価を受け

た。この結果を受けて県立大学への理解が深まり、より一層地域の産業界

との連携が広がることを期待する。 
 
・環境省からの受託事業「環境人材育成のための大学教育プログラム開発事

業」において、アジア３大学（中国、ベトナム、バングラデシュ）の研究

者や学生を滋賀県に招き、日本の大学の学生と一緒にフィールドワークに

参加してもらい、学生達は協力して課題の取りまとめやプレゼンテーショ

ンなどを行った。また、蔚山大学（韓国）およびセビーリャ大学（スペイ

ン）のそれぞれと、建築デザインに関する学生の共同セミナーを開催する

など、学生の国際交流活動が幅広く展開されている。 
 
・中期計画において、オープンキャンパス参加者数は平成１７年度（1,568人）
の倍増を目指すという高い目標を掲げ、実施方法の改善等を進めた結果、

参加者が 3,158人となり目標を達成した。近年、オープンキャンパス参加に
対する意識が高まっており、今後も多数の参加者が来られるよう積極的な

取組に期待したい。 
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   ▼今後の取組を期待する事項 

 
・第１期中期目標期間の終了が迫る中、中期目標に基づき法令等を遵守しつ

つ業務を行い、公立大学法人のミッションを有効かつ効率的に果たすため、

法人構成員全員が一人ひとりの問題として課題解決に向けて取り組んで行

くのみならず、日常的な大学運営にも外部からのチェック機能が働くよう

な仕組みが望まれる。 
 

・大学の国際化に向けては、法人化以後、学生の英語力の向上など様々な取

組がなされ、一定の成果を上げている。これをより一層推進するため、平

成２４年度からは国際コミュニケーション学科を開設し、海外留学の推進

も計画されている。この新たな取組に際しては、シラバスの整備、成績評

価の適正化、教員の適正配置などにより教育の質を保証するとともに、経

費の面でも、費用対効果を十分に考慮したものとすることが望まれる。 
 
・職員提案制度を設け事務の効率化に努めるとともに、優秀な提案をした事

務局職員を表彰することで、より優れた改善が継続されるよう工夫した制

度としている。しかし、教員については、業績評価を給与に反映させるシ

ステムを構築するという中期計画を立てているものの、業績評価に基づく

一般研究費の配分や、業績を上げた教員の表彰にとどまっており、中期計

画達成のためには、さらなる取組が必要である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 項目別評価 

 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上 

  本項目の評価については、評価の基本方針にもあるとおり、事業の外形的、客観
的な進行状況の評価を行うこととされている。このような観点から評価したところ、

年度計画記載の項目１０１項目すべてが「Ⅳ年度計画を上回って実施している」、

「Ⅲ年度計画を概ね順調に実施している」と認められ、年度計画の進行状況につい

ては、「Ａ計画どおり進んでいる」と判断される。 
 

 
  【進行状況の基準】 
      Ⅳ：「年度計画を上回って実施している」 
      Ⅲ：「年度計画を概ね順調に実施している」 
      Ⅱ：「年度計画を十分に実施できていない」 
      Ⅰ：「年度計画を実施していない」            
 

 

  しかし、本項目は、年度計画数も１０１と多く、内容も幅広いことから、県立大
学の特徴的な状況を把握するため、年度計画の進捗状況を「１教育に関する目標」、

「２研究に関する目標」および「３社会との連携、国際交流等に関する目標」の３

つの目標ごとに分類集計する。 
 
１ 教育に関する目標 

 

 

 

 

 

 

 

 ◇上表のうち、Ⅳにかかる項目を記載する。（以下同じ。） 
 

 Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 合 計 
項目数     26     75     －     －    101 

法人の自己評価
割 合%    25.7    74.3     －     －   100.0 

項目数     23     78      －    101 
評価委員会評価

割 合%    22.8    77.2      －   100.0 

 Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 合 計 

項目数     16     38      －     －     54 
法人の自己評価

割 合%    29.6    70.4      －     －   100.0 

項目数     14     40      －     54 
評価委員会評価

割 合%    25.9    74.1      －   100.0 
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   ▽評価できる項目 
 

○教育成果を上げるための具体的方策（学士課程） 

    (2) 文部科学省の大学教育推進プログラムに選定された取組「地域学副専攻化
による学士力向上プログラム」の中に、人間学科目の一部を位置づけ、学

士課程を通じて人間学を体系的に履修できる工夫が凝らされている。 
 

    (3) 学生の書く力、発表する力を養う上で効果的な「教育ディベート」をテー

マとした研修会を開催するなど、教育方法についての研修を積極的に実施

している。 

 

 ○入学者受入方針に応じた入学者選抜を実現するための具体的方策 

  （学士課程） 

    (13)「入試区分と入学後の成績との相関関係に関する検定結果」をまとめ、そ
の結果に基づき推薦入学制度の見直しを行うなど、アドミッション・ポリ

シーに沿った学生の確保に努めている。 

 

 ○入学者受入方針に応じた入学者選抜を実現するための具体的方策 

  （大学院課程） 

(14)海外の４大学との間で、新たに学術交流協定を締結し、また、現行の協定

の更改に向けた取組も行っており、留学生受入の環境整備を積極的に進め

ている。 

 

  ○教育理念等に応じた教育課程を編成するための具体的方策 
  （学士課程） 

   (15)海外留学推進のため、全学生を対象として多様な説明会を実施するととも
に、環境建築デザイン学科などにおいては、諸外国の大学の学生や研究者

と交流できる機会を学生に提供しており、学生の異文化理解のかん養に努

めている。 

 

  ○教育理念等に応じた教育課程を編成するための具体的方策 
  （大学院課程） 

  (19)大学院において、履修科目の 91％が履修モデルに沿ったものであるという

調査結果は、履修モデルの提示は、教育目標達成のための有効な手段であ

ることを表わしている。 

 

 (20)諸外国の大学から招いた研究者による英語での講演会を開催し、また外国

人客員研究員による英語での講義も行い、大学院教育の質の向上を図って

いる。 

 

  ○授業形態、学習指導方法等に関する具体的方策 
  （学士課程） 

    (22)学生の書く力を向上させるための教育実践例を取り入れた書籍を出版し、

教材として利用できるようにしたことは、学習指導方法改善のための優れ

た取組といえる。 

 
(23)インターンシップの受入企業・団体数、参加学生数とも増加しており、ま

たさらなる拡大に向けインターンシップ受入組織への加入準備も進めてお

り、実践的な教育の機会を拡充しているといえる。 

 

  ○授業形態、学習指導方法等に関する具体的方策 

  （大学院課程） 

(25)アジア３大学（中国、ベトナム、バングラデシュ）との共同プログラム「環

境人材育成プログラム」については、各大学の研究者や学生との交流を行

うなど、国際性豊かな優れた教育活動といえる。 

 

  ○教育活動の評価および評価結果を質の改善につなげるための具体的方策 

  (35)大学内のみならず、近隣府県の大学教員の参加も得てＦＤ（ファカルティ・

ディベロップメント）研修を実施しており、教員の教育能力向上のための

先駆的な取組を推進しているといえる。 

 
  ○授業改善に効果的なＦＤ活動を行うための具体的方策 

  (38)環境フィールドワークを中心として進めてきた教育や研究について、その

方法や内容をまとめた環境ブックレットシリーズを出版し、教材とするな

ど、教員による主体的な授業改善が行われている。 

 

  ○就職支援に関する具体的方策 

  (47)インターンシップの受入企業・団体数、参加学生数とも増加しており、ま

たさらなる拡大に向けインターンシップ受入組織への加入準備も進めてお

り、職業意識を高める取組を進めているといえる。 

 
  ○社会人学生・留学生等に対する配慮 

  (52)日本語教育については、日本語のレベル毎に細分化したカリキュラムとし、

多様な留学生に対応できるようにしており、留学生の円滑な受入のための

教育プログラムが充実しているといえる。 
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２ 研究に関する目標 
 

 

 

 

 

 

 

▽評価できる項目 

 

○目指すべき研究の方向性に関する具体的方策 

(55)科学研究費補助金獲得のため、不採択課題への再レビューや、新たに申請

する際のレビューなどの支援により、昨年度を上回る申請があり、特色あ

る研究の推進が図られているといえる。 

 

○県内諸機関との共同研究、学内外共同研究等に関する具体的方策 

(80)工学部における研究が、経済産業省近畿経済産業局の戦略的基盤技術高度

支援事業に採択され、新たな企業との連携を開始したことは、共同研究の

優れた取組といえる。 

 

 

３  社会との連携、国際交流等に関する目標 
 

     
 

 

 

 

 

▽評価できる項目 

 

○地域社会等との連携・協力、社会サービス等に係る具体的方策 

   (85) 公開講座の参加者が前年度比４７％増となったことは、地域のニーズに的
確に対応した講座であったといえる。 

 

   (86)「近江環人地域再生学座」については、文部科学省からの補助期間が終了
したが、永続的な大学の正規教育プログラム（副専攻）として再構築した

ことで、地域リーダーの育成を担う責務を十分に果たしているといえる。 

 
   (88)国・県・市町の審議会等委員就任数が、数値目標の２００件を超えたこと

により、地域に対する貢献を十分に果たしているといえる。 

 

○地域の大学等との連携・支援に関する具体的方策 

   (93)環びわ湖大学・地域コンソーシアムの大学地域連携事業として、「地域と
大学の連携事業に関する発表会・交流会」を県立大学において開催し、県

内大学、自治体、地域との連携を深めた。 

 

(97)ジャハンギルナガール大学（バングラデシュ）と学術交流協定を締結し、

具体的なテーマで共同研究を開始したことは、優れた取組といえる。 
 

(98)日本語教育については、日本語のレベル毎に細分化したカリキュラムとし、

多様な留学生に対応できるようにしており、諸外国との教育研究交流の充

実に向けて、全学的な教育支援体制が充実しているといえる。 
 

   (100)アジア３大学（中国、ベトナム、バングラデシュ）との共同での「環境人
材育成プログラム」については、各大学の研究者や学生を滋賀県に招いて

短期集中型フィールドワーク・プログラムの開発を行うなど、国際的な環

境問題解決に向けた優れた取組といえる。 

 

Ⅱ 業務運営の改善および効率化 

 本項目については、年度計画記載の項目１６項目すべてが「Ⅳ年度計画を上回っ

て実施している」、「Ⅲ年度計画を概ね順調に実施している」と認められ、年度計

画の進行状況については、「Ａ計画どおり進んでいる」と判断される。 
 

 

    ▽評価できる項目 
 

○教育研究組織の編成・見直しのシステムに関する具体的方策 

   (105)国際化に対応するための新学科「国際コミュニケーション学科」開設に向

 Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 合 計

項目数     2    27     －     －     29 
法人の自己評価 

割 合%    6.9   93.1     －     －   100.0

項目数     2    27     －     －     29 

 
 
 
 
 
 評価委員会評価 

割 合%    6.9   93.1     －     －   100.0

 Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 合 計

項目数      8     10     －     －     18 
法人の自己評価 

割 合%   44.4   55.6     －     －   100.0

項目数      7     11 －     －     18 

 

評価委員会評価 
割 合%   38.9   61.1 －     －   100.0  Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 合 計 

項目数      4     12      －     －     16 
法人の自己評価

割 合%    25.0    75.0      －     －   100.0 

項目数      2     14      －     －     16 
評価委員会評価

割 合%    12.5    87.5      －     －   100.0 
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けた取り組みを進めるとともに、地域再生に関する教育研究プログラムを

副専攻という形で正規課程に位置づけたことは、効果的な教育研究組織の

見直しといえる。 
 

○事務組織の機能・編成の見直しに関する具体的方策 

   (116)職員提案制度を設け事務の効率化に努め、さらには優秀な提案をした職員
を表彰することで、より優れた改善が継続されるよう工夫している。 

 

Ⅲ  財務内容 の改善 

 本項目については、年度計画記載の項目１５項目すべてが「Ⅳ年度計画を上回っ

て実施している」、「Ⅲ年度計画を概ね順調に実施している」と認められ、年度計

画の進行状況については、「Ａ計画どおり進んでいる」と判断される。 
 

 

    ▽評価できる項目 
 

○外部資金受け入れの増加に関する目標を達成するための措置 

   (123)科学研究費補助金の申請件数、採択数、採択金額とも昨年度より増加して
いることは、競争的外部資金獲得のための支援策が優れた取組であること

を示している。 
 

   (124)外部研究資金獲得のため、科学研究費補助金申請にかかる継続的な支援の
みならず、地域産学連携センター教授による支援や、公募研究情報の案内

提供など、全学的な協力体制が整備、強化された。 

 
○資産の運用管理を改善するための措置 
   (132)限られた研究スペースを有効活用するため、施設利用者から一定の使用料

を徴収するスペースチャージ制度は、優れた取組といえる。 
 
 

Ⅳ  自己点検・評価および当該状況に係る情報提供 

 本項目については、年度計画記載の項目３項目すべてが「Ⅳ年度計画を上回って

実施している」、「Ⅲ年度計画を概ね順調に実施している」と認められ、年度計画

の進行状況については、「Ａ計画どおり進んでいる」と判断される。 

 

    ▽評価できる項目 
 

○自己点検・評価の改善に関する具体的方策 

   (133)独立行政法人大学評価・学位授与機構による認証評価を受け、大学機関別
認証評価および選択的評価事項（研究活動の内容、正規課程の学生以外に

対する教育サービスの状況）とも、高い評価を得た。 
 

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標 

 本項目については、年度計画記載の項目３項目すべてが「Ⅲ年度計画を概ね順調

に実施している」と認められ、年度計画の進行状況については、「Ａ計画どおり進

んでいる」と判断される。 
 

 

 Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 合 計

項目数      3     12     －     －     15 
法人の自己評価 

割 合%    20.0    80.0     －     －   100.0 

項目数      3     12     －     －     15 
評価委員会評価 

割 合%    20.0    80.0 －     －   100.0 

 Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 合 計 
項目数      1      2     －     －      3 

法人の自己評価
割 合%    33.3     66.7     －     －   100.0 

項目数      1      2 －     －      3 
評価委員会評価

割 合%  33.3    66.7 －     －   100.0 

 Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 合 計 
項目数      －      3     －     －      3 

法人の自己評価
割 合%      －   100.0     －     －   100.0 

項目数      －      3 －     －      3 
評価委員会評価

割 合%      － 100.0 －     －   100.0 


